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いる企業とそうでない企業の 2008 年における ROA に有意な差異があるかを調べる。検
証期間を 2003 年から 2008 年としたのは、2003 年以前は 1999 年から 2001 年にかけて
膨らみ崩壊した IT バブルの影響を受け企業業績が異常な変動をしていること、および、
2008 年以降はブプライムローン問題による 2008 年 9 月のリーマンブラザーズ破綻に端
を発する経済不況によってやはり企業業績が異常な変動をしていることによる。また 5
年間としたのは、研究の効果の発現までには5年程度の時間を要するとする先行研究が
































































































































報告書による数値が取り得る 1984 年以降一貫して増加してきた。2000 年までは年率
10.4%で増加し続け、2006年に最高値である1,605社となっている。一方で、2008年9月
に起こったリーマンショックに端を発する経済不況により、撤退や企業合併が相継ぎ、
2008 年以降の企業数は3年間で150社減少した（図2参照）。このように2008 年 9月以










































































































































































































































































































1990 年代と 2000 年代を比較して、売上高の年率変化率を上昇させたのは鉄鋼産業や石
油産業などの資源関連産業がほとんどである。しかし、これは 2000 年代の資源価格の高
騰により取扱高としての売上高が増加したものであり、産業の構造的な変化が生じたもの
ではない。よって、1990 年代から 2000 年代にかけて日本の製造業はそれによる売上高の
改善率は年を経る毎に低下していると言える。
図5 産業毎の売上高年率変化率の推移
産業名 1984-1990 1991-2000 2001-2010
電気機器 9.05% 3.14% -0.73%
自動車・自動車部品 10.11% 2.77% 2.66%
化学工業 6.74% 1.83% 2.35%
機械 4.24% 2.87% 0.58%
石油 -5.36% -0.88% 8.11%
食品 8.28% 6.04% 1.61%
鉄鋼業 6.31% -1.42% 4.26%
非鉄金属及び金属製品 9.29% 1.21% 0.13%
その他製造業 10.36% 3.57% 1.10%
医薬品 9.13% 5.77% 3.65%
繊維 2.91% -1.11% -0.95%
精密機器 5.78% 2.12% 1.56%
窯業 7.82% 2.34% -1.29%
パルプ・紙 5.10% 1.38% -0.70%
造船 0.73% 2.67% 3.56%
ゴム 11.82% 0.82% 2.25%









1984 年から 2000 年までにかけては、伸び率を鈍化させつつも堅調に伸びてきた売上高
に対して、企業活動の効率性は大幅な改善が見られていなかった（図 6 参照）。ROA の推







一方で、2003 年の好況時から ROA は急激に上昇した。過去最高の当期純利益を達成し
































































































































































してから既存技術に捕らわれ始めた。経営効率は 1970 年代の石油危機と円高という 2 つ
の要因から海外進出を始めた頃から随時下落を続けており、1984 年から 2000 年までは
ROAは下落の一途を辿ってきた。




































































































































































































































































































































































2003 年 12 月末現在で有価証券報告書を提出しており第一章で定義した製造業に属して
いる企業は1,539社ある。業界ごとに多い順から、食品業界412社、電気機器243社、化























2003 年の提携率が最も高い業界は石油業界であり 42.9%である。7 社中 3 社が提携を重
視していると記載している。次が鉄鋼業の 20.8%であり、48 社中 10 社が提携を重視して
いると記載した。3 位は造船業の 20.4%であり、93 社中 19 社が提携を重視していると記
載している（図 11 参照）。このように、提携を重視している率が高い業界は旧来の重厚
長大と言われた業界であった。上記の数的に提携を重視している企業が多い業界では、機


























ROA を採用しており、それには 2 点理由がある。規模の異なる企業を比較するためと、企
業の全資産を活用した場合の効率を比較するべきと考えたためである。また、検証方法と
しては一元配置分散分析を使用した。
本検証の結果、p値は 1.44 であり、提携企業と非提携企業の 2008 年における ROA には











グループ 標本数 合計 平均 分散
提携重視 122 0.467822 0.003835 0.00585
非提携重視 1417 35.6093 0.02513 0.00242
分散分析表




グループ間 0.050941 1 0.050941 18.93511 1.44E-05 3.847516

















H2: 2003 年における提携重視大規模企業と非提携重視大規模企業の 2008 年における ROA
に有意な差異は無い。
H3: 2003 年における提携重視中小規模企業と非提携重視中小規模企業の 2008 年における
ROAに有意な差異は無い。
上記の仮説について検証を行った結果、p値は 0.01 であり、H1は95%の水準で有意に棄
却された（図 13 参照）。また、提携を重視している企業の ROA は 3.96%であるのに対し





グループ 標本数 合計 平均 分散
提携重視 91 3.600039 0.039561 0.001297
非提携重視 679 20.25209 0.029826 0.001188
分散分析表




グループ間 0.007604 1 0.007604 6.333458 0.012051 3.853595
グループ内 0.922084 768 0.001201
合計 0.929688 769
一方で、中小規模企業においては、p 値は 0.39 であり、H2 は有意には棄却できなかっ





グループ 標本数 合計 平均 分散
提携重視 30 0.33461 0.011154 0.006451
非提携重視 738 15.35721 0.020809 0.003518
分散分析表




グループ間 0.002688 1 0.002688 0.740547 0.389755 3.853627
グループ内 2.780023 766 0.003629
合計 2.782711 767
*提携企業の中で㈱ＮＦＫホールディングスの ROA が-102.31%と異常値のためサンプルか








付録 1 は 2003 年に有価証券報告書に提携を重要な契約として記載した 122 社の提携の
うち、91 社の大規模企業を抜粋した上で、その提携の内容を分類したものである。企業



























H4: 2003 年における提携重視大規模企業の中で、提携の種類が ROA に与える影響はない。
検証の結果、技術導入と技術提供の企業を比較した場合に、p 値が 0.048 となり、95%
の水準で ROA に相違があるとの結果を得た。また、技術提供企業の ROA が 5.38%であるの
31




グループ 標本数 合計 平均 分散
技術導入 37 1.271179 0.034356 0.001131
技術提供 22 1.183239 0.053784 0.00153
分散分析表




グループ間 0.005207 1 0.005207 4.07377 0.048268 4.009868























































































2003 年から 2008 年の間に存在していた製薬業は 33 社である。そのうち、提携を重視
している企業は 4 社であった。2008 年 33 社の平均利益率は 4.08%であったのに対して、
提携を重視している 4 社の平均 ROA は 7.42%と高い。提携を重視しているとはしていない





91 社である。そのため、91 社中の 3 社の影響は全体として小さくなることが予想される。
実際に大規模企業で製薬業を除外して検討を行った結果、有意な結果を得た（図 16 参
照）。提携グループの平均 ROA は 3.80%であるのに対して、非提携グループの平均 ROA は





グループ 標本数 合計 平均 分散
提携重視 87 3.303119 0.037967 0.001147
非提携重視 679 20.25209 0.029826 0.001188
分散分析表




グループ間 0.005111 1 0.005111 4.319065 0.038021 3.853659









平均 ROA は 1.31%であったのに対して、大規模非提携企業の平均 ROA は 1.20%であった。
その 2 つのグループには、有意な差異は発見されなかった（図 17 参照）。そのため、当
初から大規模提携企業が必ずしも優良企業であったとは言い切れず、大規模提携企業が技
術的に優れており競争優位があったとする点や、大規模提携企業だからこそ良い提携を行






グループ 標本数 合計 平均 分散
提携 91 1.193604 0.013117 0.001363
非提携 679 8.150111 0.012003 0.001877
分散分析表




グループ間 9.95E-05 1 9.95E-05 0.054759 0.815042 3.853595






















Not-Invented-Here(“NIH”) Syndrome を持つようになった。NIH とは自社以外の外部者は
研究に必要な良いアイディアや知識を生み出さないと考える傾向があることをいう
(Tohmas, 1982)。Tohmas の検証では NIH の判定のため内部的なコミュニケーションと外
部的なコミュニケーションの2つにコミュニケーションを分け、その過多からNIHである





















業績に有意な差は無かった（図 18 参照）。技術導入提携企業の平均 ROA は 1.68%であり、








グループ 標本数 合計 平均 分散
技術導入 37 0.622448 0.016823 0.000623
技術提供 22 0.456067 0.02073 0.001992
分散分析表




グループ間 0.000211 1 0.000211 0.186883 0.667155 4.009868









日本の主な製造業は 1900 年における軽工業から、複数の戦争を経験し 1950 年にお











































































































































会社名 業界 売上高 ROA 技術導入 技術提供 仕入 販売 Outsorcing 包括/合弁
住友金属鉱山㈱ 非鉄金属及び金属製品 355,242 12.62% 1 1
武田薬品工業㈱ 医薬品 1,046,081 12.48% 15 24 15
アステラス製薬㈱ 医薬品 506,603 12.33% 4 5 8
㈱マキタ 機械 175,603 11.91% 1
㈱アイチコーポレーション 機械 33,936 11.29% 1
信越化学工業㈱ 化学工業 797,523 9.57% 3
スタンレー電気㈱ 電気機器 236,325 9.13% 4 7
東燃ゼネラル石油㈱ 石油 2,135,289 8.79% 1
㈱ニフコ 化学工業 109,051 8.39% 5 9 3
シスメックス㈱ 電気機器 57,252 8.37% 2 1
ニッタ㈱ ゴム 45,437 8.16% 5 1
栗田工業㈱ 機械 141,628 7.90% 5 1 3
㈱東海理化電機製作所 造船 243,998 7.86% 5 9 2
住友金属工業㈱ 鉄鋼業 1,224,633 7.47% 2 2 7
㈱エクセディ 造船 113,673 7.37% 3 8 10
ＴＨＫ㈱ 機械 94,599 6.93% 3
新日本製鐵㈱ 鉄鋼業 2,749,306 6.84% 15
日立建機㈱ 機械 328,496 6.72% 3 3 9
ＤＯＷＡホールディングス㈱ 非鉄金属及び金属製品 221,051 6.66% 1
オイレス工業㈱ 機械 48,290 6.66% 3 1 2
大日本住友製薬㈱ 医薬品 172,162 6.40% 5 14
㈱ヨロズ 造船 65,289 6.28% 3 1
三菱製鋼㈱ 鉄鋼業 82,779 6.28% 5 6
㈱パイオラックス 非鉄金属及び金属製品 35,457 6.13% 2
47
日本電産㈱ 電気機器 298,641 6.13% 2
いすゞ自動車㈱ 造船 1,349,450 6.10% 1
日本パーカライジング㈱ 化学工業 67,217 6.10% 4
エスケー化研㈱ 化学工業 41,733 6.10% 2
トヨタ自動車㈱ 造船 16,054,290 5.29% 6
アマノ㈱ 機械 65,029 5.22% 1
ＮＯＫ㈱ 造船 297,766 4.85% 1 2
日本電産サンキョー㈱ 電気機器 105,489 4.82% 2 2
マツダ㈱ 造船 2,364,512 4.63% 1
山陽特殊製鋼㈱ 鉄鋼業 82,037 4.59% 2 2 2
㈱島津製作所 精密機器 204,283 4.52% 5
㈱東京精密 精密機器 47,172 4.47% 1
㈱エフテック 造船 100,944 4.38% 5 1
アイシン精機㈱ 造船 1,408,013 4.37% 1
日立金属㈱ 鉄鋼業 408,658 4.36% 12 9
オリンパス㈱ 精密機器 564,343 4.27% 1 1
日産自動車㈱ 造船 6,828,588 4.04% 1
パナソニック㈱ 電気機器 1,233,073 3.95% 4 1 1
日新製鋼㈱ 鉄鋼業 412,412 3.93% 1
㈱神戸製鋼所 鉄鋼業 1,204,750 3.82% 6 6 8
リンナイ㈱ 非鉄金属及び金属製品 189,685 3.58% 3
岡部㈱ 非鉄金属及び金属製品 50,809 3.57% 1
アサヒグループホールディン
グス㈱
食品 1,400,302 3.47% 5 4 3 3 4
スズキ㈱ 造船 2,015,309 3.33% 1 5
㈱アーレスティ 非鉄金属及び金属製品 66,376 3.30% 1
㈱クレハ 化学工業 137,648 3.25% 6 2
サカタインクス㈱ 化学工業 96,987 3.25% 1 1
48
日本プラスト㈱ 造船 71,641 3.21% 2 3
カゴメ㈱ 食品 147,189 3.08% 1
㈱ユニバンス 造船 44,402 2.98% 2
日清紡ホールディングス㈱ 繊維 231,194 2.89% 6 7 5
日本特殊塗料㈱ 化学工業 35,694 2.87% 5 7
日本無線㈱ 電気機器 259,381 2.78% 9
大同特殊鋼㈱ 鉄鋼業 344,457 2.54% 14 12 4
日野自動車㈱ 造船 850,318 2.54% 3
三井造船㈱ 造船 470,827 2.33% 24 11 1
シンフォニアテクノロジー㈱ 電気機器 74,305 2.33% 17 1 1
コスモ石油㈱ 石油 1,902,767 2.16% 2
三菱自動車工業㈱ 造船 3,884,874 2.16% 3 1 5
㈱東芝 電気機器 5,655,778 2.15% 6 4 2
ノーリツ鋼機㈱ 精密機器 78,603 1.84% 2
コニシ㈱ 化学工業 91,943 1.74% 1 1
保土谷化学工業㈱ 化学工業 86,816 1.74% 1
新明和工業㈱ 造船 139,501 1.70% 9 5
石原産業㈱ 化学工業 95,874 1.49% 1 1 1
富士重工業㈱ 造船 1,372,337 1.43% 3
㈱川島織物セルコン 繊維 57,693 1.41% 1
北越紀州製紙㈱ パルプ・紙 142,156 1.39% 1
㈱荏原製作所 機械 517,981 1.25% 13 6 10
三菱製紙㈱ パルプ・紙 236,403 1.21% 1 1 1
三井海洋開発㈱ 機械 66,752 0.96% 2 1
月島機械㈱ 機械 73,119 0.80% 12 1
オエノンホールディングス㈱ 食品 75,364 0.68% 1
林兼産業㈱ 食品 48,382 0.68% 1
日本食品化工㈱ 食品 42,731 0.63% 1 1
49
森永乳業㈱ 食品 558,302 0.58% 1 1
ミヨシ油脂㈱ 食品 44,871 0.54%
㈱横河ブリッジホールディン
グス
非鉄金属及び金属製品 78,975 0.31% 2
昭和電工㈱ 化学工業 689,366 0.25% 2 13
住友ゴム工業㈱ ゴム 450,490 0.16% 1 1
日本シイエムケイ㈱ 電気機器 111,744 0.15% 1 1 2
沖電気工業㈱ 電気機器 585,473 0.10% 4 3
双葉電子工業㈱ 電気機器 92,966 -0.82%
昭和シェル石油㈱ 石油 1,726,917 -1.34% 4
エーザイ㈱ 医薬品 466,613 -1.51% 5 7 2
ＦＤＫ㈱ 電気機器 86,258 -4.76% 3
石川島建材工業㈱ 窯業 49,535 -8.83% 5
50
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